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　給与支払報告書（個人別明細書）を市町村に提出する場合には、そのまとめとして、提出する市町
村ごとに、この総括表を１枚ずつ添付して提出してください。
書 き 方………次により□枠内に記載してください。

「提出日」欄
　提出年月日を記載してください。なお、再提出する場合は「１．追加」「２．訂正」のいずれ
かの番号を□枠に記載してください。

「給与の支払期間」欄
　　　報告人員に給与を支払った期間を記載してください。

「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄
　給与支払者の個人番号又は法人番号を記載してください。なお、個人番号を記載する場合は、
左側を１文字空けて右詰めで記載してください。

「給与支払者の名称又は氏名」欄
　給与支払者が法人である場合には名称を、個人である場合には氏名を記載してください。また、
フリガナはカタカナで記載してください。

「所得税の源泉徴収をしている事務所又は事業所の名称」欄
　　　給与所得について所得税を源泉徴収している事務所又は事業所の名称を記載してください。

「同上の所在地」欄

及び郵便番号をそれぞれの欄に記載してください。
「特別徴収関係書類の送付先」欄

名、番地等まで正確に記載してください。
「給与支払者が法人である場合の代表者の氏名」欄
　代表者の氏名（給与支払者が国の機関であるときは、経理責任者の職、氏名）を記載してくだ
さい。

「連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号」欄
　この報告書について応答できる方の氏名、所属課、係名及びその電話番号を記載してください。

「関与税理士等の氏名、所在地及び電話番号」欄
　関与税理士等へ依頼される場合は、関与税理士等の氏名、所在地及び電話番号を記載してくだ
さい。

「指定番号（給与支払者番号）」欄
　市町村から通知を受けた、令和６年度特別徴収義務者指定番号を記載してください。新規に該
当するため指定番号がない場合は「１．新規」の番号を□枠に記載してください。

「事業種目」欄
　　　事業内容について記載してください。例えば、百貨店、建設業、不動産業、化粧品販売業等。

「受給者総人員」欄
　令和７年１月１日現在において給与の支払をする事務所又は事業所から、給与の支払を受けて
いる者の在職者総人数（令和６年中の退職者を除く。）を記載してください。

「報告人員」欄
　提出先の市町村に「給与支払報告書（個人別明細書）」を提出する人数を、特別徴収：住民税
等を給与から差し引きする人〔在職者〕、普通徴収：住民税等を給与から差し引きできない人〔退
職者・退職予定者、乙欄・その他〕に分けて記載してください。

　　　※在職者は、パート・アルバイト、役員等を含め、すべて特別徴収の対象となります。
「所轄税務署」欄

　　　所得税の源泉徴収を行っている事務所又は事業所を管轄する税務署名を記載してください。
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